平成２８年度第２回大阪府立学校結核対策審議会
日　　時：平成２９年２月２７日（月） １４：００～１６：００
場　　所：府教育センター　本館４階第３研修室
出席状況：７名（中村会長、高鳥毛委員、荘田委員、益田委員、木下委員、松本委員、松本委員）
事務局　大阪府教育庁教育振興室保健体育課長　田中

主任指導主事　田尻

指導主事　本田
１　開会
２　挨拶　　大阪府教育庁教育振興室保健体育課長　
３　報告事項
（１）平成２８年度府内公立学校での結核検診実施状況（小学生・中学生）について
　　　【事務局より説明】
　　　　市町村教育委員会に、12月1日現在の市町村立学校小中学生の状況調査を行った。調査結果から、下記について事務局が説明。

・定期健康診断における患者発見は無し。
　　　・精密検査要検討者数、受検者数、受検率、精検対象者における結核高まん延国住歴該当

者数について
　　　・精検受検項目内「その他」は全て「診察」であり、「QFT」を実施している市町村はなか
った。
委員Ａ：未受検の理由として、不登校や結核高まん延国居住歴に該当する児童生徒の保護者の理解が乏しい等の２点について話があったと思うが、検診への理解を促すために学校においては具体的にどのようなことを行っているのか。
事務局：ボランティアや通訳等を介して保護者に話をしている学校もあるかと思う。
　　委員Ａ：そこに学校医は関わっているのか。言語の壁が厚く、学校で努力をして受診勧奨
をしているが、医学的な知識や背景が十分にあった説明により受検を促した方が
より効果的である。
（２）府内の新登録結核患者の状況について
「新登録患者数・罹患率年次推移」、
「大阪府の年齢階級別新登録小児結核患者数の推移」

により、大阪府の結核新登録患者数・罹患率について府健康医療部から説明。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
委員Ｂ：平成27年度の小児結核患者における３名の乳幼児については、すべて家族からの
感染か。 

委員Ｃ：はっきりとした原因は申し上げにくいが、１名の乳児は病歴をみると感染源が保
護者の可能性がある。あとの2名については感染源がよく分かっていない。
委員Ｄ：結核低まん延化に向けて対策が進んでいるが、全国的に罹患率10以下をめざすと
いうことについては、少し難しいと考えている。大きな課題として、外国生まれ
の結核患者の増加が挙げられているが、昨年では全体の患者の2～6％、また20
歳代に限れば約半数の患者が外国生まれとなっている。大阪府の外国生まれの患
者数はどのくらいか、推移についても教えてほしい。
委員Ｃ：現在のところ、保健所設置市を除く府内所管内だけであるが20歳代では19.3％が外国生まれの方で、大体20％台の割合で推移をしている。
　　　委員Ｄ：罹患率が非常に高い大阪市の状況については、全体の患者の中で外国生まれの方
の割合は３～４％で全国の６％と比べると若干少ないが、ここ数年をみると徐々
に増えてきている。10～30歳代の外国生まれの方の患者の割合は増えており、20
歳代は全国と比較して少ないが30～40％を占めている。また、ここ５、６年をま
とめると、小児患者の７割程が家族内感染である。現在、20～30歳代の外国生ま
れの患者が多いことから、感染源として非常に重要な位置を占めると思っている。
委員Ｄ：結核高まん延国の該当者の国の内訳に関する資料は、外国出生の患者の出身国の
データと非常によく似ている。中国が半数を占めており、府では韓国、フィリピ
ンの順に多い。小中学生は、今のところ発病者はいないとのことであるが、親の
発病によって子どもに感染・発病させることがあるということを念頭に置かない
と、学校内での感染が広がる恐れがあると考える。
（３）平成２８年度府内公立学校結核発生状況について
・「府立学校児童生徒の発生状況」「市町村立学校児童生徒の発生状況」「府立学校教職員の発生状況」について事務局から説明。

・接触者健診対象者が他学年他クラスに渡った場合の、患者発生の連絡対象について事務局より意見を求める。
委員Ｄ：大阪市保健所はこのようなケースを何度も扱っており、今年度も数か所において
学校での接触者健診を行っている。同じような課題を抱えており、どれだけの対
象者に対して説明をするのかというのは非常に大きな問題である。例えば、１つ
のAクラスだけで検診を実施する際にも、そこで感染者がたくさんみつかればB
クラスと他のクラスにも対象を広げていかないといけないので、最初から全員に
説明するという方法もある。感染源といった個人情報に関わる部分は秘密にする
が、あくまで感染の疑いが濃厚な人に対して法律に基づいて健診することの説明
をするため、その際に検診を受けない人にも説明をすることはなかなか難しい。
大阪市でも基本、検診の説明は検診対象の方のみとしている。ただし、校長の思
いで早々に学校全体に知らせたいという希望があれば、感染源が特定されない形
で、「結核患者が発生したため咳や痰などが続けば医療機関を受診してください」
など一般的な注意に留めることが多い。保健所と学校が一緒になって行う説明会
の対象は、検診対象者にするというところが基本ではないかと思う。ただ、これ
が一番良い方法かどうかは、さらに考えていかなければならない問題だと捉えて
いる。 

　　　委員Ｄ：結核の感染は、発見の遅れ、診断の遅れからとなることが多いので、それを一番
に気を付ける必要がある。咳が続けば早期に受診をする、検診でひっかかれば早
急に精密検査を受けにいくことがとても重要である。教職員検診における陽性者
に対しては、できたら予防内服した方が良いが、もし内服しないならば厳重にフ
ォローアップしてほしい。発病の割合は、10～20％ほどしかないが、発病を早期
発見しなければまた周囲に感染を広げる可能性がある。大阪市で言えば、今後発
病する可能性が高ければ、高齢であっても治療を勧める。
　　　委員Ａ：陽性者の予防内服については、どこが判断するのか。
　　　委員Ｄ：大阪市では接触者健診を行った大阪市が判断する。LTBIをするためにQFT検査
を実施する。LTBIは症状もなければ、胸のレントゲンでも異常が見られないので
予防内服治療を拒否すればフォローアップするということも考えられるが、原則
として陽性者には予防内服を勧める。大阪市の接触者健診ではQFT陽性者の発病
率が非常に高いことが分かっており、それを少しでも抑えるために、治療をした
方が良いと勧めている。ただし、年齢が高いと肝障害を起こす可能性が高くなる
というデータがあるため、十分な注意をしながら治療をしていく必要がある。
委員Ｃ：接触者健診については各保健所が行うので、所長によって少しやり方が異なって
くる場合がある。QFT検査を実施するか実施しないかということも年齢で分けて
いる場合もある。実施した後、陽性で医療機関に紹介する場合もあるが、患者と
の話し合の上で医療機関の判断で薬を飲まないといったケースもあり、なかなか
保健所の判断がすなわちという訳にはいかない。年齢などにより医療機関によっ
ては内服治療を勧めないケースもある。地域の医療機関の様子や、保健所がどう
いったスタンスで接触者健診を行っているのかなど、ある程度保健所長の裁量に
任される部分がある。
　　　会　長：学校との関係については、委員Ｅどうか。
委員Ｅ：プライバシーを守るためには検診を受ける方だけで良いのではないかと思う。
　　　委員Ｆ：保健所は事例をたくさん持っており、それに則ってやっているので問題はない。
　　　委員Ｂ：接触者健診とLTBIについては基本的に保健所が判断するということになってい
るが、府内には保健所設置市が増えている。中核市は保健所設置市であり基本的
なところは共通しているものの、設置市によって若干、保健所長や感染症チーム
の体制によっての違いがあるため、それによって学校で起こった集団発生事例の
指示の仕方が異なる点がある。そのため、調整のために実際に学校医の先生も入
っていただけたらありがたい。
　　　委員Ａ：今のお話で大変よくわかった。特に大阪という高まん延地域においては、学校医がもっと、教職員に対し結核の感染事例なども知識の普及啓発といったところにも関わっていく必要があると感じている。
４　協議事項
結核患者発生時の対応におけるフローチャート等について、事務局より説明。
　　　　
委員Ａ：感染症の届け出は医師であるので、「病院での確定診断」から「保健所への届け出」のところで、「医師の届け出」を入れた方が関係者は分かりやすい。
　　　委員Ｃ：学校医の役割についてはどうか。患者発生時には、学校から学校医の先生に連絡するよう保健所からは申し上げることは多い。
　　　委員Ａ：医療機関で診断を出した時点で、学校医はバイスタンダー的な感じとなっていたと思う。
　　　委員Ｃ：後々、学校で接触者健診が行われることは知ってもらっておいた方が良いかと思

う。
　　　委員Ｄ：学校医にはできれば参加いただきたい。接触者健診をする中で、学校医は来たり来なかったりするが、連絡して知っておいておくことは必要である。理由としては、学校保健安全法の感染症に関する箇所において、学校医等が出席停止等を決めると言った文言がある。生徒が結核を発病した際には、いつ学校に戻ってくることができるのか難しい問題である。試験等で早く戻ってきたいとの思いもあるが、学校がいつまで出席を止めておくのかということは、学校医等と相談して決定するというように学校保健安全法ではなっていたかと思う。学校医の先生には申し訳ないが、結核の出席停止期間をどのくらいにしたらよいかといことについてはほとんどが詳しく知らないため、合同対策会議等に出席いただけたら、保健所から「このケースはこのくらい」「生徒でなければ就業制限は通常このくらい」といった色々な助言ができる。
委員Ｄ：部活動に入っている子どもも多いので、合同対策会議の構成員に部活動顧問にも
入っていただいている場合が多い。クラス担任、部活動顧問、養護教諭が生徒の
ことをよく知っている。
　　　委員Ａ：構成メンバー例には学校医も入っており、違和感はない。内科学校医は産業医も兼ねていることが多いため、教職員に発病者が出た場合にも兼任している医師は、このような対策会議に出席して児童生徒及び教職員について一緒に考えることができる。企業の産業医をしていると、発病して休職するときのタイミングについて、主治医の診断書を持って相談にくる。学校でも同じ流れが、学校医、学校産業医を含めてできれば良いと思う。
委員Ｄ：感染者に対する服薬の声掛けの箇所については、昨年度に文部科学省から服薬支
　　　　　援に関する通知があったかと思うので、もう少し文言を整理して、基本は服薬を
　　　　　する（DOTS）方向で支援するというようなことを記載すれば、文部科学省の通
　　　　　知文の内容と合ったものになるのではないかと思う。
　　　事務局：いただいた意見を踏まえ再検討したい。
５　閉会　
